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非対称的な2国問における一般所得移転の有効性＊

熊　本　尚　雄†

1　はじめに

　近年，とりわけ関心が寄せられている環境問題の1っに「地球温暖化問題」が

あるが，このような温室効果ガスの排出による外部不経済を考慮するためには。

1国だけでなく複数の国よる協調が必要不可欠であり，国家問の協力によってグ

ローバルに効率的な環境改善成果が期待できる．1）しかしながら，成長と環境の

質の向上という目標の間には，トレードオフの関係があり，多くの環境資源を利

用することで既に経済成長を遂げてきた先進国と，今後それを利用して経済成長

を遂げていこうとする発展途上国では2っの目標に対する選好が異なるため，両

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2〕者の合意は困難であり，強制力にも問題が生じることとなる．

　現に，地球温暖化の対応策をめぐっては，先進国と発展途上国の間で激しい意

見の対立がある．先進国側では，世界的にみて最も効率的な温暖化防止対策を採

用すべきであるという意見が強いのに対し，発展途上国側からは，温暖化の原因

は先進国によるものであるため，政策の費用負担は先進国のみが負うべきであり・

発展途上国の炭素排出量が先進国のレベルに達するまでは，発展途上国には発展

のために炭素を排出する権利があるという意見が強く出されている、

　しかしながら，地球温暖化は刻々と進んでおり，これ以上国際協定の締約およ

びそれに基づく温暖化対策を先延ばしにすることは，経済効率性の観点からも弊

害が大きいことは明らかであり，一刻も早い先進国と発展途上国問の国際協定の

　　　　　　　　　　　　　　3〕締約が必要であると考えられる．

　このような環境政策に対する先進国と発展途上国におけるスタンスの相違には，
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それぞれの経済状況の差異が色濃く反映し下いる。例えば，所得面で見れば，先

進諸国は，環境に投資するに十分な所得があるが，発展途上諸国は，環境に投資

する余裕がない．

　こうした各国の経済状況の差異を縮小し，発展途上諸国に環境メンテナンスに

投資させるインセンティブを与える政策手段として，各国問の所得再分配政策が

考えられる．一）

　現在・途上諸国に対し・環境メンテナンスを援助しているのは，例えば，日本

の場合，国際協力事業団（JICA），国際協力銀行（JBIC）など様々である．かっ

てはODAや旧海外協力基金（OECF，現国際協力銀行）は，使途を事前に特定

化した上での援助であったが，現在では，援助の使途を特定化しない一般所得移

転である．

　これまで所得移転が環境に与える効果を分析したものとして，吉岡（1992）が

ある。吉岡（1992）は，各国の生産技術が同一であるという仮定の下で，所得移

転が環境の質と消費の均衡水準を変化させないことを示している．この吉岡

（1992）の分析は。Warr（1983），Bergstrom　and　Varian（1985），Bergstrom

et　al．（1986）等による公共財の私的供給（private　provision）モデルを環境問

題に応用したものである．Warr（1983）は，所得移転の中立性（neutra1ity）

を指摘し。各消費者が公共財の供給を行う限り，そのような消費者問で初期保有

の所得再分配を行っても，ナッシュ均衡配分を変化させないことを示した．しか

しながら，吉岡（1992）では，両国の対称性という仮定の下での分析であるため，

先進国から発展途上国への所得移転の効果を分析するには，不十分である．

　環境問題における国際協調を動学ゲームのフレームワークで分析している先行

研究として，Ploeg　and　Zeeuw（1991．1992），Xepapadeas（1994）やZeeuw

（1998）等がある．しかしながら，P1oeg　and　Zeeuw（1991）やZeeuw（1998）

は・〃国問の対称性という仮定の下で分析しており，その分析もフィードバッ

ク・ナッシュ解における汚染ストック水準とオープンループ・ナッシュ解におけ

る汚染ストック水準。ならびに協調解における汚染ストック水準の比較分析に留

まっており。　環境政策にっいては何ら言及していない、　P1oeg　and　Zeeuw
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（1992）は，P1oeg　and　Zeeuw（1991）を拡張し，各国が非協調的な行動をとっ

た場合の均衡解が協調解と一致するような最適税体系にっいて分析している．ま

た，Xepapadeas（1994）は，化石燃料を使用しなくても済むような技術進歩の

メカニズム，および国際的に期待される長期的な技術水準とC02の蓄積水準を

達成するための政策にっいて分析している．しかしながら，Ploeg　and　Zeeuw

（1992）やXepapadeas（1994）も対称性という仮定の下で分析を行っている．

　本稿の目的は，非対称的な2国間における国際的な一般所得移転の有効性を示

すことである．但し，ここで，本稿における非対称性とは，各国の賦存量，選好

パラメータ，汚染ストックの削減パラメータ等，各バラメータの違いを意味する。

また，一般所得移転とは，第3者である国際機関が，1国から2国に対し行わせ

る使途を特定化しない所得移転である．

　さらに，本稿は以下の2っの特徴を持っ．まず，消費が地球の汚染ストックを

増加させ，その結果，地球環境の質を低下させるという消費外部性を含んだモデ

ルであるという点である．5）これにより，消費の増加が直接，効用を増加させる

一方で，消費の増加により汚染ストックが増加し，環境の質を低下させるため・

不効用を得るという，消費と汚染ストックの蓄積問のトレードオフにっいて着目

することができるようになる．2っ目の特徴は，環境問題が汚染ストックの蓄積

により生じる問題であることに着目するため，動学ゲームとして定式化されるこ

とである．　　　　　　　　　　　　　　、

　本稿の構成は以下の通りである．

　まず，2節においてモデルを提示する．次に，3節において・オープン・ルー

プ・ナッシュ解を導出する．4節では，1国と2国間の国際的な所得移転の効果

にっいて分析し，3節のナッシュ解と比べて，所得移転が地球環境の質と各国の

厚生の向上をもたらすための条件を示す．また，環境政策へのインプリケーシ目

ンについても言及する．最後に，5節において結論を述べる．

2　モデル

本稿では，1国（｛＝1）と2国（｛＝2）から成る2国モデルを考える．｛国
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は・工期における非負の消費c1lから正の効用を，汚染水準片から負の効用を得

るものとする（α＝〃（c，1）一ω、u（月））．また，1国と2国の効用関数を，それぞ

れ（1），（2）のように2次形式（quadraticform）に特定化する．

　　　　　　　　　　σ1一（・lr去・f、）一ω1（去戸）　　　（1）

　　　　　　　　　　ω一（・・r去・：、）一ω・（切　　　（・）

　但し，ここで，ω1，ω2は各国の各目標に対するウエイトを表すパラメータで

ある．

　各時点において，｛国（’＝1，2）は賦存量w‘∈睨。。単位を持ち，それを消費

c。と汚染ストックを削減するための投資刎，’に配分する．但し，両国の賦存量に

は差異があり，1国における賦存量の方が2国よりも多いとする（wl〉w2）、

　　　　　　　　　　　　　　c“十㎜“＝w。　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　汚染ストックは，消費により増加し，メンテナンス行動により減少する国際的

な負の公共財である．このメカニズムは，以下の（4）で表される．

　　　　　　　　　　　　　1〕’＝一αP’十Σβ、c、！一Σγ，吻，’　　　　　（4）

　但し，ここで，α∈（0，1］は，汚染ストックが自然に浄化するスピード，すなわ

ち，環境の自然浄化能カを表すパラメータである．β、は消費外部性，γ，ほメンテ

ナンス投資により達成される汚染ストックの削減率を表すパラメータである．地

球温暖化を例にとれば，β，は（石炭などの）化石燃料の消費（c，f）による二酸化

炭素の排出率を，γ．は植林活動や溶鉱炉の排煙ろ過システムを向上させるための

投資（刎。）により，達成される二酸化炭素の削減率を表すものと解釈できる．

消費外部性は，経済行動（消費）による廃棄や排出が汚染ストックを増加させる

ような状況を表している．

　ゴ国は，（3），（4）の制約の下，以下の（5）を最大化するように，消費量を決

定する．

　　炉一∬…（一11）／（・一如・）一仙（去・1）／い一1，・（・）
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3　オープン・ループ・ナッシュ解

　このケースにおいては，1国，2国は初期時点で，お互いに相手国の消費量の

時問的経路を全て所与として，目国のみの目的関数を最大化するように行動する・

　ポントリャーギンの最大値原理（maximum　princip1e）に基づいて，まず1

国の最大化問題を解く．経常価値　（Current　Value）ハミルトニアンは以下の

（6）のようにセットアップできる．

・・一／（αr去・1）一ω1（古・1）／＋1・1－1舳・1l）…⑫・十1・）・・rll・rl…1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）　この最大化問題を解くと，（7）が得られる

　　　　　　　　　；1、＝ω1P、帆十γ1）十（α十ρ）（・r1）　　　　（7）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）　，　ここで定常状態におけるオープン・ループ・ナッシュ均衡戦略を求める。　」

の時，定常状態におけるオープン・ループ・ナッシュ均衡戦略は，clFPF　Oの

ケースで与えられ，（8），（9）により表される．但し，＊（asterisk）は定常状

態における各変数の値を表す。

　　　　　　　　　　○止〃　（α十ρ）一ω11〕‡⑫1＋γ1）
　　　　　　　　　c＝　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　　　　　　　　　　1　　　　　　α十ρ

　　　　　p1一⊥／⑫、十γ、）。r＋⑫、・γ、）・1一γ、W、一γ。W．／　　（9）

　　　　　　　　α
　一方，2国の定常状態におけるオープソ・ループ・ナッシュ均衡戦略も，両国

の経済構造の対称性より同様にして得られ，（10）で表される。

　　　　　　　　　　○川　　（α十ρ）一ω21〕‡⑫2＋γ2）
　　　　　　　　　c＝　　　　　　　　　　　　　　　（10）
　　　　　　　　　　呈　　　　　α十ρ

　したがって，両国がオープン・ループ政策をとる場合の汚染ストックの水準は

（8），（9），および（1O）より，以下の（11）で表される．

　　　　　戸・・一（α十ρ）｛⑫1＋γ1）十⑫・十γ・）一γ1Wrγ・票・｝　（11）

　　　　　　　　　　α（α十ρ）十ω1⑫1＋γ1）2＋ω2⑭2＋γ2）

　上述したように，オープン・ループ・ナッシュ解においては，1国，2国は初

期時点で，将来の消費の時間的経路を全て決定する．したがって，各国は通時的
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な汚染ストック水準を観察することなく，初期時点において戦略（政策）を決定

し，永久にこの政策に合意することになる（Reingamm　and　Stokey（1985））
8）

　　このナッシュ均衡解は，燃料の使用量を長期的な計画に基づき決定するよう

な不可逆性の強いエネルギー部門のケースにおいては，ある程度現実的なものと

考えることもできる．

　しかしながら，各国がオープン・ループ・ナッシュ戦略を用い，それぞれ自ら

の政策目標の達成を目指して分権的に経済政策を採用すると，各国の利害が十分

調整されず。各国の効用が低下するという非効率性を有することになる．この帰

結は，以下に記すような両国のフリーライディングによりもたらされる．1国は

汚染ストックの蓄積が増加してくると，2国が汚染ストックを削減してくれる

（消費量を削減してくれる）ことを期待し，自国の効用の向上のみを考える．し

たがって，1国には自国の消費量を増加させ，メンテナンス行動への投資量を減

少させるインセンティブが働く．一方，2国にも1国と同様のインセンティプが

働き（同様の行動（政策）をとるため），結果として汚染ストックが増加するこ

ととなるのである．

4　国際的な所得移転の効果

　本節では，1国と2国間の国際的な所得移転が汚染ストックと両国の厚生にい

かなる影響を与えるかということにっいて分析し，汚染ストックの削減と両国の

厚生の向上が達成されるための条件を導出する．また，環境政策へのインプリ

ケーションにっいても議論する．

　ここでは，第3者である国際機関が1国から2国に毎期強制的に国際的な所得

移転ε一を行わせるものと考える．但し，O〈ε、＜wl、であるとする．この所得移

転は，1国が一括形式（1ump－sumfashion）で2国に賦存量の一部であるε、を

譲渡することを意昧するものであり，汚染ストックの削減（環境メンテナンス）

に投資をする余裕のある1国が投資をする余裕のない2国へ所得の一部を移転す

る状況を表すものである．
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このケースでは以下の命題が得られる．

　命題1もし，γ2＞γ］が成立するならば，すなわち，2国における汚染ストック

肖1」減率が1国におけるそれよりも高いならば，1国から2国への所得移転により，

汚染ストツクの削減（P0止”〉戸エハつ，1国の厚生の向上（プL｝＜¢L｝），2国の厚

生の向上（¢”＜σ：止㌻の3目標とも同時に達成可能である一但しここで，

0ム〃は3節における非協カゲームを行った場合，tildeは所得移転後を表すもの

である．

証明1本稿では，所得移転が有効であるということは，以下の3条件が成立す

ることであるとする、

　　　　　　　　　　　　　　po”〉戸”　　　　　　　　　（12）

　　　　　　　　　　　　　　研州＜卯”　　　　　　　　（13）

　　　　　　　　　　　　　　砥川＜卯v　　　　　　　　（14）

　（12）が成立するためには，以下の（15）が成立しなければならない．

　　　戸〃一卿一　（α十ρ）（γ・■多1）ε1　、・・　（1・）
　　　　　　　　　　α（α十ρ）十ω1⑫1＋γ1）十ω2⑫2＋γ2）

　したがって，汚染ストック水聴が減少するためには，γ2＞γ1なる条件が成立す

ることが必要である．

　次に，（13）が成立する条件を導出する．まず，c7㍗δ7L”はそれぞれ，

　　　　　　　　　　、α・一1ω1⑫1＋γ1）戸〃　　　（16）
　　　　　　　　　　　1　　　　　α十ρ

　　　　　　　　　　δ肌・一1一ω1⑫1＋γ1）卿　　　　（1・）
　　　　　　　　　　　］　　　　　α十ρ

　と表されるので，以下の式が得られる．

　　　　　　　　　。砒Lδ肌1一一ω1⑫1＋γ1）（戸ム・一卿つ

　　　　　　　　　l　　1　　　　α十ρ

　もし，γ2〉γ1が成立するならば，（15）より1〕0”〉戸L”であるので，cfω〈苛川

が成立する、したがって1・0川＞戸0州とc7止”〈δ7”が成立するならば，効用関数
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形から，岬止＾’＜岬川が成立することがわかる、

　（14）が成立する条件も，同様にしてγ2＞γ1が成立することであることが導出

される、■

　環境政策へのインプリケーション

　1国が2国に所得移転を行うケースの分析は，環境に投資するに十分な所得の

あるヨーロッパ諸国や日本，アメリカ合衆国などの先進国が環境に投資する余裕

（所得）のない発展途上国に対し行う所得移転の状況に対応するものと解釈する

こともできる．ここでの結論は，「もし，2国における汚染ストック削減の効率

性が1国におけるそれよりも高いならば，1国から2国への所得移転により，汚

染ストックの削減，1国ならびに2国の厚生の向上という3目標とも同時に達成

することが可能となる」ということである、

　現実には，先進国における汚染ストックの肖1」減技術は．明らかに発展途上国の

それよりも高い．例えば，地球温暖化問題において発展途上国が協調することを

拒んでいる一っの理由としてr先進国には発展途上国と比べて発達した技術があ

るため，（同じ投資量で削減政策を行う場合には）より効率的に対策を実行する

ことができるので，環境保護対策は先進国がすべきである」という意見が挙げら

れているという事実を考えれば明らかであろう．

　しかしながら，ここで，政策の実行効率性を議論する場合には，技術面におい

てのみではなくコスト面をも考慮しなければならないということに留意されたい．

したがって，コスト面では，明らかに先進国よりも発展途上国の方が安いことを

考慮すると，先進国から発展途上国へ行う一般所得移転により，地球環境の質の

向上のみならず，両国の厚生の向上をも達成され得る可能性が，十分に考えられ

る．

　したがって，先進国における政策決定者は，ODAのような移転が発展途上国

の環境に対するメンテナンス行動に与える影響を考慮すべきである．
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5　まとめ

　本稿では，地球環境保護政策として，国家間の国際的な所得移転を考え，その

移転が地球環境と各国の厚生に与える影響について分析を行った．

　その結果，国際的な一般所得移転により，ナッシュ解に比べ，地球環境の質と

共に両国の厚生が向上する可能性があることが示された．

　しかしながら，本稿では，国際的な所得移転を，第3者である国際機関により

外的に与えられるものとして分析をしてきたが，この相手国に対する移転支出を

内生化して，本稿の拡張分析を行う必要性がある．また，貯蓄可能な財を導入し

て，本稿の分析を更に拡張する必要性もある．したがって，これらの分析は，今

後の課題としたい．

＃　本稿は，拙稿『環境問題における国際協調」3章の加筆修正版である．本稿の執

　　筆に当たっては，浅子和美教授，鴇田忠彦教授（以上，一橋大学），中泉真樹助教

　　授（國學院大学），細谷圭氏，林行成氏（以上，一橋大学大学院）及び，匿名の本

　　誌レフェリーからの数多くの有益なコメントを頂いた、改めて感謝の意を表した

　　い．言うまでもなく，有り得べき語謬の一切の責は筆者に帰すものである．

†　1…：一榊o〃αddr直s∫：ged1103＠srv．cc．hit－u．acjp

l）　こうした国際的な協調の必要性にっいては．これまでも幾度となく議論されてき

　　た　（例えば，1992年のリオ＝デ＝ジャネイロでの国連環境開発会議（地球サミッ

　　ト），1997年の京都会議（COP3），2000年のオランダ・ハーグてのCOP6）．

2）Barret（1992）は，どの国も「何か」かなされる必要かあるとは考えているかも

　　しれないが，「誰が」「どの程度」環境改善を実施するのかにっいて意見が食い違

　　うと指摘している．

3）早期の国際協定に基づく本格的な温暖化対策の必要性を必ずしも認めない意見も

　　存在する（M㎝dlsohn　et　al．（1994）を参照のこと）．これは，no　regret　policy

　　と呼ばれるものであり，「地球温暖化問題にっいてはまだ不確実性か大きいので，

　　現時点でコストのかかる温暖化対策をとると，投じた投資が結果自勺に無駄になる

　　可能性かあるため，現時点では，温暖化対策か無駄にならない対策（エネルギー

　　効率を高める省エネルキー投資）のみを行うべきである」という考え方である．

　　　しかしながら，國則・松村（1999）は，1PCC報告書なとに発表された，現在ま

　　での自然科学的な研究の蓄積を根拠にnO　regret　po1icyは危険な考え方てあると
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非対称的な2国間における一般所得移転の有効性‡ （105）

　　言及している．また，遠い未来に技術革新によって大した費用なく炭素排出の肖1」

　　減に成功しても，それ以上に気候の変化がカタストロフィーを引き起こす閾値を

　　越えてしまったら取り返しのつかない事態となり，人類の生存か危うくなって，

　　過去の温暖化対策に関する過小評価を後悔しても遅すぎると指摘している．

4）環境協定　（enVirOnm㎝tal　agreement）に署名することで損失を被る国に対し

　　補償するために，所得移転を考えるのは自然なことであると考えられる．換言す

　　れぱ，署名国のなかで禾1」益を得た国から損をした国，もしくは最も不1」潤を得られ

　　なかった国への所得再配分のメカニズムは，強楕1」力を持っ協定が存在するための

　　必要条件てあり，すなわち，全署名国にとって協定か有益なものとなる基本的な

　　必要条件であると言えよう．したがって，この所得再配分のメカニズムかうまく

　　計画されたものであるならは，所得移転は協定に署名するのを拒む国かいない

　　（拒んでも有益ではないため）ことを保証するものと考えられる（こうした詳しい

　　議論にっいては，Chanderand　Tulkens（1993．1995），Carraroand　Siniscalco

　　（1993）やHoel（1994）を参照のこと）．

5）　このような消費外都性を含んだワンショ・ノトのモデルとしては、Om（1998）か

　　ある．

6）必要十分条件は以下のようになる．

　　・∂〃■∂c。＝0⇔1－c。十⑫1＋γ1）λlF0　∴1＝c。一λ。（β1＋γ1）　　（a）

　　・片＝∂〃／∂λu⇔片＝一α月十⑫1＋γ1）cH＋⑫2＋γ2）o別一γlw■一γ1w呈　　　　（b）

　　・λH＝一（∂〃／∂Pτ）十ρλu⇔λH＝ω］片十（α十ρ）λ1’　　　　　　　　　　　　（c）

　　・1imexp（一ρ工）λ1凪＝O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（d）

　　・Po＝Po　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（e）

　　（a）の両辺を時間tについて微分すると，以下の（f）が得られる．

　　　　　　　　　　0＝crλ］仙十γ1）一．．c－Fλ1仙十γ］）　　　　　（f）

　　また，（a）によりλ1F（cr1）／崎十γ1）であるので，これと（c）を（f）へ代入する

　　と，（7）が得られる．同様にして，（8）も導出することができる．

7）　ここで言う定常状態とは，消費水準と汚染ストック水準が常に一徒に保たれてい

　　る状態を指す．尚，この微分方程式体系の安定性の証明には，「Jacobianの固有

　値（eigen　value）を解に持つ固有多項式（po1ynomial）において，正の実部を

　持っ固有根の数は，［一1，吻c2∫，一助十（det〃畑加c僅∫），det∫コのスキーム

　　における係数符号のバリエーションの数に等しい」　というBenhablb　and　Perli

　（1994）による定理を用いる．その結果，物ηo色∫〉O，det∫＜Oの2条件か成立し

　　さえすれば，安定多様体（stable　manifold）か存在することが示される．証明の

　詳細については，熊本（2001）を参照されたい．

8）　オープン・ループ・ナソシュ解は動学的整合性（dynamlc　consistency）を港たす．
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